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この報告書は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１条）第５８条の２及

び横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年２月横浜市

条例第２号）第６条の規定に基づき、横浜市人事行政の透明性を高め、その公

正性の一層の確保を図るため、本市における職員の任用や給与、勤務条件、厚

生福利などを広く市民の皆様に公表するものです。 
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(1)　職員の任免及び職員数に関する状況

　  ア　採用及び退職等の状況

職員の採用状況及び退職等の状況は次のとおりです。

（単位：人）

（注3）「普通」とは、定年前に自己都合等により退職した者です。

（単位：人）

外郭団体

（注3）「民間企業」とは、（注2）に該当しない会社法に基づく法人等です。

（注4）「その他」には、（注2）～（注3）に該当しない財団法人、区民利用施設協会等が含まれます。

　　　（イ）　定年退職者（課長級以上）の再就職状況

（注2）「外郭団体」とは、①地方自治法第221条第3項及び地方自治法施行令第152条に定める法人及び設

     立の経緯や本市施策との関連から議会に報告している団体、②本市出資率25％以上の法人、 ③出資

     法人のうち市が主たる出資者で、主要な役職員に本市関係者が就任している、または財政援助を行っ

     ている団体、④非出資法人のうち市の事務事業と密接な関係を有し、市長が指定する団体です。

（注1）「定年退職者(課長級以上)の再就職状況」とは、外郭団体等からの要請により、求められている人

     た場合に本市が把握している再就職の状況です。

34 7 56 97

     材にふさわしい定年退職者を紹介した場合や再就職した定年退職者から再就職先について報告があっ

退職

合計

民間企業 その他 合計

 (注1)  市長部局等とは、市長部局及び教育委員会を除く行政委員会をいいます。

      前に早期退職した者です。

（注2）「定年前早期退職」とは、一定の年齢又は勤続年数以上の者に希望を募り、それに応じて定年

交通局

253

　
   　   ｢地方公務員法｣では、退職等により職員に欠員が生じた場合、採用や昇任等の方法に
     より職員を任命することができることとされています。
　　   なお、職員の採用や昇任等は、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて行
　　 うものとされています。
       ここでは、職員の採用や昇任、任用形態別の職員数について紹介します。

259

採用
定年

市長部局等

　　　（ア）　職員の採用状況及び退職状況

合計

退職
　　区　分

その他定年前早期退職 普通

60

160378

38 1113

7165 68

77消防局

水道局 94

147

1,040249

7 69

3

5

265 1,628

13

14 1211784 19 1教育委員会

0

計 450273453 640

69

     職員です。

（注4）「その他」には、死亡退職、懲戒免職等が含まれます。

勧奨退職定年 普通 その他

（注1）県費負担教職員とは、神奈川県が給与費を負担している小中学校、盲ろう養護学校に勤務する

区　分 採用

（注3）「その他」には、死亡退職、懲戒免職等が含まれます。

（注2）「勧奨退職」とは、年齢45歳以上かつ勤続15年以上で退職した者です。

195 17 631県費負担教職員 779 183 236

病院経営局 98 3 7 147 0 157
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　イ　昇任及び降任の状況

（単位：人）

（注）「降任」には、地方公務員法第28条による分限処分としての降任のほか、本人が希望する場合に降

　　 昇任とは現職より上位の職に任命されることであり、降任とは地位を下げて下級の任務に就くこと
　 です。
     職員の昇任及び降任の状況は次のとおりです。

副校長 校長代理 校長

4 1

6

13

教育委員会

計

高等学校等教育職員

昇　　　　　　　　任

1 4

8

1

副校長

昇　　　　　　　　任

県費負担教職員 94 88

18

病院経営局

市長部局等

区　分

消防局

交通局

8

6水道局 8 1

課長補佐級

127

16

128

3

課長級 部次長級

64

3

校長

0

区　分

175 171 85

降　　　　任

降　　　　任

2

区　分

1

2

1

係長級

5

19

5

2 5

0

降　　　　任

2

0

56 33 8

部長級 局区長級

7

昇　　　　　　　　任

     任することができる「希望降任制度」によるものを含みます。

00

0

0

276 41 10

0

0 00 0 0 0
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　ウ　任用形態別の職員数の状況

（単位：人）

平成17年度（A) 平成16年度（B) （A)－（B)

職　　員 18,007 20,566 ▲ 2,559

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 401 230 171

小　計 18,408 20,796 ▲ 2,388

職　　員 6,416 6,523 ▲ 107

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 158 87 71

小　計 6,574 6,610 ▲ 36

職　　員 6,360 5,436 924

再任用職員（常勤） 0 0 0

再任用職員（短時間） 227 133 94

小　計 6,587 5,569 1,018

31,569 32,975 ▲ 1,406

職　　員 14,172 14,056 116

再任用職員（常勤） 31 22 9

再任用職員（短時間） 68 39 29

小　計 14,271 14,117 154

45,840 47,092 ▲ 1,252

（注1）行政委員会等には、行政委員会のほか、消防局が含まれます。

　     任用形態別の職員数の状況は次のとおりです。

総　合　計

職員数

市
長
部
局

行
政
委
員
会
等

企
業
局

区　　　分

合　計

（注3）再任用職員（短時間）は常勤に比し勤務時間が短いものです。

県
費
負
担
教
職
員

（注2）職員数は各年4月1日現在の一般職に属する職員数（常勤の教育長を含む）であり、臨時及

　　　び非常勤職員などを除くものです。
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【参考】横浜市における人口10万人あたりの職員数の推移

802
781

760

661

167

153

144

135

646人

161

H14 H15 H16 H17 H18

企業局（水道局・交通局）

市長部局及び行政委員会等

781人

969人

942人

913人

（注1）職員数は各年4月1日現在の職員数であり、県費負担教職員、臨時及び非常勤職員などを除いています。
　　　　なお、平成17年、18年については、横浜市立大学分（H17：1,893人　H18：1,605人）を除いています。
（注2）人口は各年3月31日の住民基本台帳人口です（平成18年3月31日:3,614,069人）。
（注3）政令指定都市は札幌市・仙台市・さいたま市・千葉市・川崎市・横浜市・静岡市 ・名古屋市・京都市・大阪市・
　　　  堺市・神戸市・広島市・北九州市・福岡市の15市です。

　平成18年4月1日現在、横浜市における人口10万人あたりの職員数は781人で、そのうち、
公営企業の水道局と交通局を除くと646人となり、政令指定都市の中で最も少ない数になり
ました。
　今後も、社会経済情勢や市民ニーズの変化を踏まえ、全ての施策・事業や仕事の進め方を
見直す中で、効率的・効果的な組織づくりに取り組んでいきます。

805人
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(2) 職員の給与の状況 
 
    地方公務員の給与は、国や他の地方自治体の職員、民間企業の従業員の給与等を考

慮して定めることになっています。 

    職員に支給される給与は、本市人事委員会が民間企業の給与の実態などを調査のう

え、必要に応じて勧告を行い、これに基づき市会の審議を経て決定されます。 

    ここでは、平成17年度の給料、諸手当から構成される給与など人件費の状況や給料

表の級別職員数などを紹介します。（なお、平成17年度の職員給与実態をより的確に

反映させるため、平成18年4月１日現在の数値を採用している場合もあります。） 

本市では、市民が行政に求める役割の変化にあわせて、行政運営の改革に取り組ん

でいます。今後も、職員の意欲や能力、実績が適切に反映される人事・給与制度の構

築に向けた取組をさらに推進していきます。 

 

【参考】人件費の見直しに関する取組及び本市ラスパイレス指数の推移 

１ 人件費の見直しについて 

 

(1) 特殊勤務手当の原則廃止 

   平成18年4月から、従来支給している特殊勤務手当を原則として廃止し、予算額を対平

成15年度比で50分の1以下に見直しました。 

 
H15 H16 H17 H18 

手当数 ５５ ２７ ２３ ３ 

予算額 

（百万円） 
3,090 2,280 1,360 58 

 

            特殊勤務手当予算額を1/50以下に見直し 

 

 (2) 業務実績を反映したボーナス制度の対象者を職員まで拡大 

 平成18年12月期のボーナスから一般職員に対しても業務実績を反映させ、職員の意欲や

能力に応じた制度に変更します。 

 

  平成18年度予算の人件費は、平成14年度予算と比べ246億円（約11％）削減してい

ます。 
【図1】普通会計に占める人件費の推移（予算） 

 

2,285
2,213

2,126
2,071

2,039

16.5%

15.5%15.4%15.6%
16.0%

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

H14 H15 H16 H17 H18

14.5%

15.0%

15.5%

16.0%

16.5%

17.0%

人件費 普通会計に占める人件費の比率

（億円）

（年度）

 

年度 
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２ ラスパイレス指数の推移について 

 

平成17年度のラスパイレス指数は、100.4（前年度と同じ）となっております。 
 

 【図2】ラスパイレス指数の推移（行政職員） 

100.4 100.4

102.6102.6

100

101

102

103

H14 H15 H16 H17
 

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給料を100とした場合の地方公務員の給料水

準を示したものです。 

 

 

ア 人件費の状況 
人件費は、雇用に係る広い範囲の経費です。職員への給料や諸手当のほか、社会保険料の

事業主負担分、退職手当などが含まれます。 

    人件費の平成17年度決算は次のとおりです。 

 

（ア）市長部局及び行政委員会等の状況 

区   分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

普通会計 
千円

1,342,892,124

千円 

207,667,108 

％

15.5

 

（イ）企業局の状況 

区   分 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A×100) 

水道局 
水道・工業用

水道事業会計 

千円

126,166,910

千円 

24,440,501 

％

19.4

自 動車事業 

会 計 

千円

31,616,149

千円 

20,089,180 

％

63.5
交通局 

高速鉄道事業

会 計 

千円

113,279,437

千円 

11,262,894 

％

9.9

病 院 

経営局 
病院事業会計 

      千円

35,702,995

千円 

10,268,645 

％

28.8

 

(年度)
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イ 職員給与費の状況 
職員給与費とは給料、扶養手当等の職員手当及び期末・勤勉手当等の総額から、社会保険

料の事業主負担分、退職手当などを除いたものです。 
職員給与費の平成18年度当初予算は次のとおりです。 

 

   (ア) 市長部局及び行政委員会等の状況（普通会計予算） 

 

 

   (イ) 企業局の状況 

 

給与費 

区 分 

 

職員数

(A) 給料 職員手当 期末・勤勉手当
計 

(B) 

一人あたり

給与費 

(B/A) 

水 道 局 
人

2,083

万円

978,171

万円

371,065

万円

435,456

万円 

1,784,692 

万円

857

交 通 局 
人

3,016

万円

1,113,435

万円

517,974

万円

504,576

万円 

2,135,985 

万円

708

病院経営局 
人

1,214

万円

480,071

万円

207,354

万円

215,825

万円 

903,250 

万円

744

 

 

ウ 平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況 
    平成18年4月1日現在における市長部局・行政委員会等の職員及び企業局職員の平均給料月

額等の状況は次のとおりです。 

  

区 分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 

行 政 職 員 362,121 円 423,504 円 43歳 6月

技 能 職 員 354,470 円 410,977 円 45歳11月

水 道 局 職 員 369,702 円 443,199 円 46歳 0月

交 通 局 職 員 314,439 円 386,232 円 43歳 6月

病院経営局職員 314,756 円        364,794 円 36歳 8月

（注1）平均給与月額とは、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したも

のです。 

（注2）水道局、交通局及び病院経営局については、在籍する全ての職員の平均値です。 

（注3）交通局については、独自に実施している給与カット後のものです。 

 

 

 

 

 

 

職員数 
給与費 

(A) 
給料 職員手当 期末・勤勉手当

計 

(B) 

一人あたり

給与費 

(B/A) 

人 

20,230 

万円 

8,797,482 

万円

2,714,257

万円

4,100,923

万円 

15,612,662 

万円

772
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エ 初任給の状況 

    平成18年4月1日現在における初任給等の状況は次のとおりです。 

（注）国家公務員の大学卒は、採用試験区分によりⅠ種とⅡ種に分かれています。横浜市、国とも

地域手当を含みません。 

 

オ 経験年数別・学歴別平均給与月額の状況 

    平成18年4月1日現在における経験年数別・学歴別平均給与月額は次のとおりです。 

なお、経験年数とは卒業後ただちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数

です。 

 

（注）平均給与月額は、給料、扶養手当、地域手当、住居手当及び管理職手当を合計したものです。 

 

カ 級別職員数の状況 
    職員の給料月額は、平成18年度は、職種別に6つの給料表（行政、消防、高校教育、技能、

医療、医療技術・看護）が定められており、各給料表には職務の内容と責任の度合いに応じ

た級が設けられています。 

平成18年4月1日現在の市長部局、企業局等の級別職員数（行政職員、企業職員）の状況は

次のとおりです。 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

（注２）この表における行政職は、「平成18年地方公務員給与実態調査」の職務区分による行政職

であり、税務職や福祉職等の職種は含んでおりません。 

横浜市 国 
区 分 

初任給 2年後の給料 初任給 2年後の給料

Ⅰ種 

179,200 円 

Ⅰ種 

198,000 円

大学卒 179,400 円 194,900 円

Ⅱ種 

170,200円 

Ⅱ種 

183,800円 

行政職員 

高校卒 146,700 円 156,000 円 138,400 円 148,000 円

技能職員 142,100 円 151,200 円 － － 

経験年数 
区 分 

10年 15年 20年 

大学卒 323,482 円 379,674 円 438,353 円
行政職員 

高校卒 272,193 円 334,027 円 382,390 円

区 分 標準的な職務内容 
職員数 

（人） 

構成比

（％） 

1級 係員（定型的な業務） 76 0.7

2級 係員（相当の知識・技術・経験を必要とする） 1,149 11.3

3級 係員（高度の知識・技術・経験を必要とする） 2,726 26.7

4級 副主任 1,033 10.1

5級 係長・主任 3,627 35.6

6級 課長補佐 613 6.0

7級 課長 513 5.0

8級 部次長 210 2.1

9級 部長 191 1.9

10級 局区長・事業本部長・理事 59 0.6

計  10,197 100.0
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（イ） 企業局の状況 

 

【水道局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【交通局】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 係員（定型的な業務） 9人 0.4％

2 級 係員（相当の知識・技術・経験を必要とする） 128人 6.2％

3 級 係員（高度の知識・技術・経験を必要とする） 640人 30.7％

4 級 副主任 207人 9.9％

5 級 係長、主任 1,021人 49.0％

6 級 課長補佐 20人 1.0％

7 級 課長 36人 1.7％

8 級 部次長 10人 0.5％

9 級 部長 12人 0.6％

10 級 局長、理事 1人 0.0％

計  2,084人 100％

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

企業職員1級 係員（定型的な業務） 1人 0.0％

企業職員2級 係員（相当の知識・経験を必要とする） 531人 19.2％

企業職員3級 係員（高度の知識・経験を必要とする） 664人 24.0％

企業職員4級 係員（特に高度の知識・経験を必要とする） 402人 14.5％

企業職員5級 係員（専門的な知識・経験を必要とする） 401人 14.5％

企業職員6級 係長・主任 650人 23.4％

指定職員1級 係長 62人 2.2％

指定職員2級 課長補佐 25人 0.9％

指定職員3級 課長 20人 0.7％

指定職員4級 部次長 12人 0.4％

指定職員5級 部長 2人 0.1％

指定職員6級 局長・理事 3人 0.1％

計  2,773人 100％
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【病院経営局】 

 

区 分 標準的な職務内容 
職員数

（人） 

構成比

（％） 

1 級 係員（定型的な業務） 18人 13.3％

2 級 係員（相当の知識・技術・経験を必要とする） 29人 21.5％

3 級 係員（高度の知識・技術・経験を必要とする） 23人 17.0％

4 級 副主任 12人 8.9％

5 級 係長、主任 35人 25.9％

6 級 課長補佐 4人 3.0％

7 級 課長 7人 5.2％

8 級 部次長 2人 1.5％

9 級 部長 4人 3.0％

10 級 担当理事 1人 0.7％

計  135人 100.0％



- 12 - 

キ 職員手当の概要 
    職員には、一般職職員の給与に関する条例等に基づき、各種手当を支給しています。手当

の内容等は次のとおりです。 

 

(ア) 市長部局及び行政委員会等の状況 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族2人まで                 6,000円 

その他                                      5,300円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

11,091円/月

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の10％  38,323円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 7,907円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6ヶ月に一度6ヶ月定期代を支給 
11,771円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 14.1時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 3,218円

特殊勤務手当 

火災出場その他危険な業務などに従事する職員に支給さ

れる手当 

（注）平成18年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しております。 

4,999円/月

勤
務
し
た
実
績
に
応

じ
て
支
給 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区 分 横浜市 国 

平成17年 6月期 

平成17年12月期 

平成18年 3月期 

2.05月 

2.10月 

0.30月 

2.10月 

2.35月 

－ 

計 4.45月 4.45月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

横浜市 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,613万円 

（平均勤続年数35年0月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成18年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成17年度決算の数値です。 

注１）6月期・12月期に

ついては、期末手当と勤

勉手当に分けて支給し

ています。 

注２）6月期・12月期・3

月期の支給月数が国と

異なりますが、年間の総

支給月数は、国と同じ月

数となります。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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（イ） 企業局の状況 

 

【水道局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族2人まで                 6,000円 

その他                                      5,300円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

14,480円/月

地域手当  給料、扶養手当、管理職手当の合計額の10％  38,292円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 8,028円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6ヶ月に一度6ヶ月定期代を支給 
13,028円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 17.37時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 2,641円

特殊勤務手当 
交代勤務手当、徴収手当、休日等緊急対策手当、特別業務手

当など 
12,058円/月

勤
務
し
た
実
績

に
応
じ
て
支
給 その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成17年 6月期 

平成17年12月期 

平成18年 3月期 

2.05月 

2.10月 

0.30月 

2.10月 

2.35月 

－ 

計 4.45月 4.45月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

水道局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,630万円 

（平均勤続年数38年6月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成18年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成17年度決算の数値です。 

 

 

 

注１）6月期・12月期に

ついては、期末手当と勤

勉手当に分けて支給し

ています。 

注２）6月期・12月期・3

月期の支給月数が国と

異なりますが、年間の総

支給月数は、国と同じ月

数となります。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【交通局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族2人まで                 6,000円 

その他                                      5,300円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

16,839円/月

地域手当  給料、扶養手当、管理職手当の合計額の10％  33,199円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 8,416円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月）但し自社線優先 

＜例＞鉄道利用者：6ヶ月に一度6ヶ月定期代を支給 
12,624円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 

 
27時間 

超過勤務手当 
1時間当たり平均単価 

 
2,916円 

特殊勤務手当 

危険な業務などに従事する職員に支給される手当 

（注）平成18年4月より従来支給している特殊勤務手当を原則として廃

止しております。 

  － 

勤
務
し
た
実
績
に
応
じ
て

支
給 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成17年 6月期 

平成17年12月期 

平成18年 3月期 

2.05月 

2.10月 

0.30月 

2.10月 

2.35月 

－ 

計 4.45月 4.45月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

交通局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～30％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,165万円 

（平均勤続年数31年8月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成18年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成17年度決算（交通局全事業計）の数値です。 

 

注１）6月期・12月期に

ついては、期末手当と勤

勉手当に分けて支給し

ています。 

注２）6月期・12月期・3

月期の支給月数が国と

異なりますが、年間の総

支給月数は、国と同じ月

数となります。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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【病院経営局】 

 

内     容 平均支給額

扶養手当 

配偶者                                     15,000円 

扶養親族でない配偶者のいる職員の扶養親族のうち１人 

6,500円 

配偶者以外の扶養親族2人まで                 6,000円 

その他                                      5,300円 

満16歳から満22歳の子          １人につき5,000円加算 

15,206円/月

地域手当 給料、扶養手当、管理職手当の合計額の10％  31,394円/月

住居手当 借家・借間居住者 9,000円ほか 7,386円/月

通勤手当 
交通費相当額実費（限度額55,000円／月） 

＜例＞鉄道利用者：6ヶ月に一度6ヶ月定期代を支給 
9,075円/月

毎
月
決
ま
っ
て
支
給
さ
れ
る
も
の 

その他 管理職手当、医師・看護師の初任給調整手当など 

1月当たり平均超過勤務時間 10.4時間
超過勤務手当 

1時間当たり平均単価 4,240円

特殊勤務手当 

夜間看護手当（病院の病棟に勤務する助産師、看護師及び准

看護師が正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜に

おいて行われる看護等の業務に従事した場合に支給） 

22,942円/月

勤
務
し
た
実
績
に

応
じ
て
支
給 

その他 宿日直手当、夜勤手当など 

臨
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

期末手当 

勤勉手当 

横浜市と国の支給状況 

区  分 横浜市 国 

平成17年 6月期 

平成17年12月期 

平成18年 3月期 

2.05月 

2.10月 

0.30月 

2.10月 

2.35月 

－ 

計 4.45月 4.45月 

職務段階等の加算制度 有 有 

 

退
職
時
に
支
給
さ
れ
る
も
の 

退職手当 

 

病院経営局 国 
区 分 

普通退職 定年退職等 普通退職 定年退職等

支
給
率 

勤続20年

勤続30年

勤続35年

25.00月分

42.30月分

47.50月分

39.58月分

53.58月分

59.28月分

23.50月分 

41.50月分 

47.50月分 

30.55月分

50.70月分

59.28月分

早期退職特例措置 2～20％加算 2～20％加算 

一人当たり 

平均支給額 

2,717万円 

（平均勤続年数30年03月）

 

（注）早期退職特例措置については、50歳以上が対象です。 

（注）平成18年4月1日現在のものです。平均支給額は、平成17年度決算の数値です。 

 

 

 

注１）6月期・12月期に

ついては、期末手当と勤

勉手当に分けて支給し

ています。 

注２）6月期・12月期・3

月期の支給月数が国と

異なりますが、年間の総

支給月数は、国と同じ月

数となります。 

期末手当は職員の在職期間に応じ、また、勤勉手当は職員の勤務成

績に応じて支給されます。 
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ク 特別職の報酬等の状況 

市長や議員などの特別職の給料・報酬は、市内の各分野を代表する人たちで構成される特

別職職員報酬等審議会からの答申に基づき、市会の審議を経て決定されます。 

    市長、副市長及び収入役には、給料、地域手当、期末手当及び退職手当が、議長、副議長

及び議員には、報酬及び期末手当が支給されます。給料・報酬月額は平成7年12月１日から変

わっていません。 

 

   （ア） 特別職の報酬等 

 

給料月額 報酬月額 期末手当 

市 長 
円 

1,480,000 
議 長

円

1,200,000 

副市長 
円 

1,190,000 
副議長

円

1,080,000 

６月期 2.05月分 

12月期 2.10月分 

３月期 0.30月分 

収入役 
円 

970,000 
議 員

円

970,000 
合  計 4.45月分 

（注）給料・報酬月額は平成18年4月1日現在の額で、期末手当は平成17年度における支給実績です。 

 

 

   （イ） 市長、副市長及び収入役の退職手当の支給水準 

 

区 分 退職手当の支給水準 

市 長 給料月額×在職月数×100分の60 

副市長 給料月額×在職月数×100分の46 

収入役 給料月額×在職月数×100分の23 

（注）平成18年4月1日現在のものです。 



(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
 

職員の勤務時間については、横浜市一般職職員の勤務時間に関する条例等により定め

られています。 

また、休暇制度については、横浜市一般職職員の休暇に関する条例により定められて

おり、休暇には、年次休暇、特別休暇及び介護休暇があります。 

なお、水道局、交通局及び病院経営局においては、企業規程に基づき、同様の休暇制

度が定められています。 

ここでは、勤務時間や休暇制度について紹介します。 

 

ア 勤務時間の状況 

 

 範 囲 性 格 給与

勤務時間 

（休憩時間を除く） 
8:45～17:15 ・職務専念義務の課せられている時間 

 
休息時間 12:00～12:15

・業務の連続による疲労を回復し、職務能

率の増進を図ることを目的とした時間 

有給

休憩時間 12:15～13:00 ・労働から離れることを保障された時間 無給

勤務を要しない日 土曜日、日曜日 ・勤務時間を割り振らない日 無給

休 日 
国民の祝日、

12/29～1/3 

・特に勤務を命じられない限り、勤務が免

除されている日 
有給

 

職員の勤務時間は1日7時間45分、1週間では38時間45分となります。 

勤務場所及び職種によって、勤務時間、勤務を要しない日、休日が異なる場合があります。 

 

 

イ 年次休暇の取得状況 

 
  年次休暇は、4月1日に在職する職員には、年に20日付与され、その年次は4月1日から翌年

の3月31日までです。年次の途中で採用された職員には、採用された月に応じて1日から18日

までの範囲内で定められた日数の年次休暇が付与されます。 

また、その年次に取得しなかった年次休暇の日数は、20日を限度として翌年次に繰り越す

ことができます。 

平成17年度の市長部局・行政委員会等の行政職員及び企業局職員の年次休暇の取得状況は、

次のとおりです。 

（単位：日） 

 

 

 平均取得日数 

行政職員 12.7 

水道局職員 18.1 

交通局職員 18.0 

病院経営局職員 10.4 
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ウ 特別休暇の概要 

 

主な特別休暇の概要は、次のとおりです。 

種  類 概  要 付与日数 

病気休暇 職員が負傷又は疾病のため療養する場合の休暇 180日の範囲内 

結婚休暇 職員が結婚する場合の休暇 6日の範囲内 

出産休暇 女子職員が出産する場合の休暇 

出産予定日8週間

(多胎妊娠の場合は

14週間)前から出産

日後8週間まで 

生理日休暇 
女子職員が生理のため勤務することが著しく困難

な場合の休暇 

必要最小限度の期

間 

服忌休暇 職員が親族の喪に遭った場合の休暇 
親族に応じ12日以

内で定める日数 

骨髄提供休暇 
職員が骨髄バンクへの登録や骨髄液を提供する場

合の必要な検査、入院等のための休暇 

登録、検査、骨髄液

の提供に必要な期

間 

社会貢献活動休暇 職員がボランティア活動を行う場合の休暇 5日の範囲内 

夏季休暇 夏季における休暇 5日の範囲内 

子の看護休暇 
9歳に達する日以降の最初の3月31日までの間にあ

る子を養育する職員が、子を看護する場合の休暇 
5日の範囲内 

（注1）平成17年4月1日現在のものです。 
（注2）交通局については、生理日休暇のうち3日目以降は無給としており、また、夏季休暇5日

のうち2日を凍結している。 

 

エ 育児休業及び部分休業の取得状況 
 
    育児休業等に関する制度は、地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、職員の育児

休業等に関する条例等により定められています。 

    育児休業等に関する制度には、3歳に満たない子を養育するため休業することができる育児

休業制度と、同じく3歳に満たない子を養育するため、2時間を超えない範囲内で勤務時間の

一部について勤務しないことができる部分休業制度があります。 

    平成17年度における育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。 

 

（ア）育児休業及び部分休業取得者数            （単位：人） 
 

区  分 
育児休業 

取得者数 

部分休業 

取得者数 

うち両休業

取得者数 

男性職員 14 5 0 
市長部局等 

女性職員 501 103 47 

男性職員 2 0 0 
水 道 局 

女性職員 10 2 1 

男性職員 0 0 0 
交 通 局 

女性職員 2 0 0 

男性職員 0 1 0 
病院経営局 

女性職員 91 0 0 

計  620 111 48 

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 
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（イ）平成17年度中の新たな育児休業対象者数に占める育児休業等取得者数 
（単位：人） 

区  分 

平成17年度中に新

たに育児休業が取

得可能となった職

員（育児休業対象

者数） 

うち育児休

業取得者数 

うち部分休

業取得者数 

うち両休

業取得者

数 

男性職員 422 5 1 0
市長部局等

女性職員 233 226 1 1

男性職員 52 2 0 0
水 道 局

女性職員 6 6 0 0

男性職員 74 0 0 0
交 通 局

女性職員 2 2 0 0

男性職員 17 0 0 0
病院経営局

女性職員 49 49 0 0

計  855 290 2 1

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 

 

オ 介護休暇の取得状況 

 
  介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷、疾病又は老齢により日常

生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当と認められる場合

に連続する6月の期間内で認められます。 

介護休暇の取得状況は、次のとおりです。 

 
（単位：人） 

休暇の取得形式 
区  分 

介護休暇

取得者数 計 日単位 時間単位 

男性職員 16 16 14 2
市長部局等

女性職員 49 49 41 8

男性職員 4 4 4 0
水 道 局

女性職員 1 1 1 0

男性職員 1 1 1 0
交 通 局

女性職員 0 0 0 0

男性職員 0 0 0 0
病院経営局

女性職員 3 3 3 0

計  74 74 64 10

（注）市長部局等とは、市長部局、消防局及び行政委員会をいいます。 
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(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 

分限処分は、職員がその職責を十分に果たすことができない場合など一定の事由があ

る場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分で、公務の能率の維

持向上およびその適正な運営の確保を図ることを目的としています。 
ここでは、職員の分限処分者数及び懲戒処分者数の状況について紹介します。 

 
 ア 処分事由別分限処分者数の状況 

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、降任、免職、休職又は降給の分限処分を

することができます。 

 

【降任、免職の処分事由】 

① 勤務実績が良くない場合（法第 28 条第 1項第 1 号） 

② 心身の故障のため職務遂行に支障がある等の場合（法第 28 条第 1項第 2号） 

③ 職に必要な適格性を欠く場合（法第 28 条第 1項第 3号） 

④ 職制等の改廃等により過員等を生じた場合（法第 28 条第 1項第 4号） 

【休職の処分事由】 

① 心身の故障のため長期休養を要する場合（法第 28 条第 2項第 1号） 

② 刑事事件に関し起訴された場合（法第 28 条第 2項第 2号） 

③ 条例に定める事由による場合（公共的施設等で職務に関連する事項の調査、研究等に従事す

る場合や（外国）政府等の招きにより職務に関連する業務に従事する場合）（法第 27 条第 2 項） 

（単位：人） 

区 分 降 任 免 職 休 職 降 給 計 

法第28条第4

項により失

職した者 

市長部局等 0 0 376 376 0

消防局 0 0 17 17 0

水道局 0 0 38 38 0

交通局 0 0 92 92 0

病院経営局 0 0 17 17 0

教育委員会 0 0 282 282 0

計 0 0 822 822 0

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 

（注 2）降任とは現在任用されている職より下位の職に任用する処分です。 

（注 3）免職とは職員の意に反してその職を失わせる処分です。 

（注 4）休職とは職を保有したまま職員を一定期間職務に従事させない処分です。 

（注 5）降給とは現在より低い給料月額に格付ける処分です。 

（注 6）休職処分者数は、処分件数に着目して計上したものであり、延べ人数です。 

（注 7）法 28 条第 4項は、法第 16 条の「欠格条項」に該当し、失職した者です。 

（注 8）市長部局等とは、市長部局及び教育委員会を除く行政委員会をいいます。 



 イ 処分事由別懲戒処分者数の状況 

任命権者は、以下の事由がある場合、職員に対し、戒告、減給、停職又は免職の懲戒

処分をすることができます。 

 本市では、地方公務員法で定める事由についてさらに明確にし、職員の違法な行為や

非行に対してこれまで以上に厳正かつ公正に対処するため、平成 15 年 9 月、「横浜市懲

戒処分の標準例」を制定しました。 

 本市では、標準例を全職員に周知徹底するとともに、研修等を通じ、不祥事防止に取

り組んでいます。 

 

 
【戒告、減給、停職又は免職の処分事由】 

① 法令違反（法第 29 条第 1項第 1号） 

② 職務上の義務違反又は怠慢（法第 29 条第 1項第 2号） 

③ 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行（法第 29 条第 1項第 3号） 

（単位：人） 

区 分 戒 告 減 給 停 職 免 職 計 

市長部局等 1 1 8 0 10

消防局 0 0 2 1 3

水道局 1 14 0 0 15

交通局 1 5 6 0 12

病院経営局 0 0 0 0 0

教育委員会 3 10 3 5 21

計 6 30 19 6 61

（注 1）法とは地方公務員法を指します。 

（注 2）戒告とは職員の規律違反に対して、その将来を戒めるため行う処分です。 

（注 3）減給とは一定期間、職員の給料の一定割合を減額して支給する処分です。 

（注 4）停職とは職員を懲罰として職務に従事させない処分です。停職期間中は、給与は支給 

されません。 

（注 5）免職とは懲罰として職員の身分を失わせる処分です。 

（注 6）市長部局等とは、市長部局及び教育委員会を除く行政委員会をいいます。 
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(5) 職員の服務の状況 

地方公務員法第 30 条において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれに専念しなければな

らない。」と規定されています。 

同法では具体的に、「法令及び上司の職務上の命令に従う義務」、「信用失墜行為の禁

止」、「職務上知り得た秘密を守る義務」、「職務に専念する義務」、「政治的行為の制限」、

「争議行為等の禁止」、「営利企業等の従事制限」などを職員へ課しています。 

本市では、平成 15 年 9 月に「横浜市懲戒処分の標準例」で、服務上の義務違反につ

いて定めており、処分の程度を明確化し、不祥事防止への取組みを進めています。 

ここでは、職員の職務に係る倫理の保持に関する取組みや営利企業等への従事許可

状況について紹介します。 

 

ア 職員の職務に係る倫理の保持に関する取組みの状況 

 

公務に対する市民の信頼確保への取組みとして、副市長から全職員に向けての通達による

「不祥事の防止及び虚礼・贈答の廃止」や「選挙運動に関する注意」等の周知徹底に加え、

職務による倫理の保持等に関し、職員として守るべき事項を「横浜市職員倫理規程」(24 ペー

ジ参照)などにおいて定めています。 

これらを踏まえ、全職員一人ひとりが自覚と誇りをもって行動するよう、日頃から研修等

を通じ周知徹底を図っています。 

市長部局において実施している取組みは次のとおりです。 

 

事      項 取   組   内   容 実施時期 

「横浜市職員倫理規程」の策定 

○公務に対する市民の信頼を確保することを

目的に、倫理原則、職員及び管理監督者の責務、

不祥事防止体制の整備等について定める。 

○研修等を通じて職員への周知徹底を図る。 

 

平成16年4月～

「利害関係者との接触に関す

る指針」の策定 

○「横浜市職員倫理規程」に基づき、利害関係

者との接触における禁止事項や、禁止事項のう

ち例外措置を明確化し、利害関係者と接触が

あった場合の届出及び措置について定める。 

○総括服務管理責任者（行政運営調整局長）へ

の定期的な服務状況の報告を義務づける。 

平成16年4月～

不祥事防止研修の実施 

○全局区において、講義やグループ討議、事例

研究やビデオ教材等による研修を実施 
平成17年4月～

平成18年3月 

○第44回衆議院議員総選挙（平成17年9月11日

執行）に際して、職員の選挙運動に関する諸注

意について、全職員へ通知 

平成17年8月 

副市長依命通達 

○年末・年始における不祥事の防止及び虚礼・

贈答の廃止について、全職員へ通知 
平成17年12月 
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イ 営利企業等への従事許可状況 

 

地方公務員法第 38 条において、「職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的と

する私企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員その他人事委員会規則で定める

地位を兼ね、若しくは自ら営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業若

しくは事務にも従事してはならない。」と規定されています。 

任命権者が許可することができる場合については、人事委員会規則（営利企業等の従事制

限に関する規則）において定められており、「①公益上必要がある場合を除き、職員の職とそ

の職員が関係する私企業との間に特別の利害関係を生じない場合又は生じるおそれのない場

合、②職員の職務遂行に対し、時間的又は肉体的な支障を及ぼさない場合又はそのおそれの

ない場合、③法の精神に反しない場合」に限定されています。 

本市では、法の趣旨をふまえ、職員の営利企業等への従事制限の許可を行っています。外

郭団体等本市関係団体の役員を兼ねる場合や、国の調査員を行う場合などが挙げられます。 

 

（単位：件） 

区   分 許可件数 

市 長 部 局 等 2 ,778（2,152） 

消 防 局 45(8) 

水  道  局 140(8) 

交  通  局 30（7） 

病 院 経 営 局 341（5） 

教 育 委 員 会 984(21) 

計 4,318(2,201) 

（注 1）許可件数は延数です。 

（注 2）許可件数のうち、（ ）内の数字は国勢調査に基づく指導員又は調査員への従事許可件数

の内数です。 

 

 

 

ウ 職務専念義務の免除（職免）の概要 

 

地方公務員法第 35 条により、職員には、勤務時間及び職務上の注意力のすべてをその職責

遂行のために用い、勤務する地方公共団体が行うべき職務にのみ従事しなければならないと

いう「職務専念義務」が課されています。ただし、法律又は条例に特別の定めがある場合に、

職務専念義務が免除されることになっており、研修を受ける場合、厚生に関する計画の実施

に参加する場合などに認められます。 
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【参考】 横浜市職員倫理規程の概要（平成16年4月1日施行） 
 

１ 目的 ＝ 公務に対する市民の信頼を確保すること（第 1 条） 

①職員の職務に対する使命感の自覚と高揚を促す。 

②職務の執行の公正さに対する市民の疑惑や不信を招くような行為の防止を図ることで、公務に

対する市民の信頼を確保することを目的とします。 

 

２ 倫理規程の概要 

 

★すべての職員に共通する倫理原則（第 2条）－横浜市職員であるという自覚と誇りをもって！－  

①横浜市職員であるという自覚と誇りを持ち、市民の信頼にこたえることができるよう全力

を挙げて職務を遂行します。 

②勤務時間内はもちろん、勤務時間外においても自らの行動が公務の信用に影響を与えるこ

とを常に認識し、自らを律して行動します。 

 

★職員の責務（第3条）－ポイントは７つ－  

①法令等及び上司の職務上の命令に従い、誠実かつ公正に職務を遂行しなければならない。 

②市民に対し不当な差別的取扱いをしてはならない。 

③常に公私の別を明らかにし、その職務や地位を私的な利益のために用いてはならない。 

④職務上知り得た情報を適正に取り扱わなければならない。 

⑤自らの職務に利害関係を有するものから金品や便宜等の供与を受ける行為等をしてはな

らない。 

⑥不正な要求に応じてはならない。 

⑦不正な要求があった場合などは、管理監督職員又は服務相談員に報告しなければならない。 

  

★管理監督職員の責務（第4条）－新たに管理監督職員の責務を明確化－  

①職務に係る倫理の保持について職員からの相談に応じ、必要な指導及び助言を行わなけれ

ばならない。 

②職員の職務に係る非行防止のため、職務の執行の方法を常に検討し、その改善を図らなけ

ればならない。 

③職員から報告を受けたときは、直ちに服務相談員に報告しなければならない。 

 

★不祥事防止のための推進体制を整備 －組織で一体となって不祥事防止に取り組みます－  

 

☆総括服務管理責任者、服務管理責任者、服務相談員を設置（第5条～第8条） 

○総括服務管理責任者（行政運営調整局長）は、規程の遵守のための体制整備等に関し、服

務管理責任者や服務相談員と密接な連携をとりながら、必要な助言・指導をおこないます。 

○服務管理責任者（局区長）は、局区の職員に対し、規程の遵守のために必要な指導・助言

を行います。 

○服務相談員（局区の人事担当課長）は、職員がひとりで問題を抱え込むことのないように、

職務に係る倫理の保持について、当該局区の職員の相談に応ずるとともに、必要な指導及

び助言を行うものとします。 

 

☆「不祥事防止のための研修の実施（第9条）」及び「事故防止委員会の設置（第10条）」 

不祥事防止のための研修及び各局区における事故防止委員会は、要綱等により従来から実施

しているものですが、今回横浜市職員倫理規程に盛り込むことにより、不祥事防止のための

研修及び事故防止委員会の活用をより一層推進していくことを明確に位置付けることとし

ます。 
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(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

 

 市民のニーズや意識の変化に的確に対応しつつ、市民サービスを向上していくためには、

職員一人ひとりがこれまで以上に力を発揮し、多様な課題に対して積極的に取り組んでい

く必要があります。 

 そのためには、職員の職務を通じて発揮された意欲や能力、実績を公正かつ客観的に評

価する仕組みを確立し、その結果に基づいて、職員研修をはじめとする能力開発や意欲向

上に向けた取組を行っていくことが重要となります。 

ここでは、職員の研修の基本方針や研修実績、勤務成績の評定の状況について紹介しま

す。 

 

 

ア 研修の基本方針 

 

横浜市人材育成ビジョンに示された次のような基本的な考え方に基づき、求められる

職員像である「ヨコハマを愛し、市民に信頼され、自ら考え行動する職員」の育成を目

指して、研修を実施していきます。 

 

（ア）「人材こそが最も重要な経営資源」であるとの認識のもと、求められる職員を育成

するために「人を育てる組織風土」を醸成します。 

 

（イ）多様な市民ニーズに対応し、職員が職責や役割に応じた能力を発揮するため、個々

の能力開発段階（育成状況）に応じたきめ細かな人材育成を行います。 

 

（ウ）研修と人事が連携した、総合的な仕組みづくりを行います。 
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イ 研修体系 

自　
　
　

己　
　
　

開　
　
　

発

職　
　
　
　

場　
　
　
　

外　
　
　
　

研　
　
　
　

修　
　
　

（Ｏ
ｆ
ｆ　

Ｊ
Ｔ
）

人　

材　

開　

発　

課　

研　

修

基　

礎　

研　

修

能　

力　

開　

発　

型　

研　

修

業務主管部門別研修（業務専門能力・知識向上）

局　区　で　行　う　所　属　研　修

自　　己　　開　　発　　支　　援

所　　属　　研　　修　　支　　援

企業・他研修機関等への派遣研修

技　術　研　修　（主に技術職員対象）

職　　場　　研　　修　（ＯＪＴ）

一般職員 係長 課長 部長 局区長

新採用 係長昇任予定者

吏　員 係長昇任者

転職者 新任係長

主　任

専任職

再任用

採用２年目 係長昇任３年目

人事考課 人事考課

新採用職員

等指導育成

新採用職員

等指導育成

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○

新任

現任

新任課長

経営責任職 経営責任職課長補佐

２年目

中　堅

(35歳)

その他

新任部長

トップマネジメ

ントセミナー

課

　

題

　

別

　

研

　

修

外部団体

セミナー

Y-DＡＳＨ

セミナー

ステップ

アップ

講師

講習会

は指名・希望制
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ウ 研修実績 

 

平成 17 年度の新たな取組として、係長に加え、課長級職員に「人事考課研修」を実

施しました。また、昇任前にその職位に必要な能力を身につけるための昇任候補者研修

として「課長補佐２年目研修」を実施したほか、課長級職員を対象とした指名制研修「ト

ップマネジメントセミナー」を実施しました。課題別研修である「ステップアップ研修」

についても充実し、指名・推薦によって受講できるようにしました。ＯＪＴの充実を図

ることを目的に、新採用職員等の指導を担当する先輩職員（トレーナー）を対象とした

研修を実施しました。 

 

 

 

（ア）市長部局及び行政委員会等（教育委員会を除く）の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

基礎研修 
「新採用職員研修」「中堅職員研修」「新任

係長研修」「経営責任職研修」など 
10,547

能力開発型研修 
「ステップアップ研修」「Ｙ－ＤＡＳＨセ

ミナー」「技術研修」など 
3,501

その他の研修 「夜間自己開発講座」など 1,894

所属研修 

業務主管部門別研修 

「人権啓発研修」「不祥事防止研修」「接遇

研修」「文書管理システム操作研修」「会計

経理実務研修」など 

94,408

計 110,350

  （注）受講者数は延数です。以下同様です。 

 

 

（イ）消防局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

消防訓練センター教育 
「初任教育」「経営・運営責任職教育」「昇

任者教育」「専科教育」「特別教育」 
965 

主管課教育 

「各種実務研修」「惨事ストレス対策講習」

「消防・救助技術訓練」「救急救命士再教

育」「人権研修」「体力管理巡回指導」など

9,951

計 10,916
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（ウ）水道局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

水道局 

人材開発課研修 

「新採用、転入職員研修」「中堅職員研修」

「技術系職員研修」「サービスマインド構

築研修」「職員人権講演会」など 

5,036

主管課研修 

「経営戦略セミナー」「契約事務研修」「管

路設計編講習会」「工事検査評定事務研修」

など 

1,784

計 6,820

 

 

（エ）交通局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 

「係長フォロー研修」「内勤職員フォロー

研修」「乗合自動車技術員研修」「高速鉄道

駅務員研修」など 

1,746

計 1,746

 

 

（オ）病院経営局の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 
「新採用看護職員研修」「配転者研修」「Ｂ

ＳＣ研修」 
228

計 228

 

 

（オ）教育委員会の実施状況 

（単位：人） 

区  分 主な研修 受講者数 

所属研修 

「人権研修」「転入･新採用職員研修」「資

質向上研修」「専門技術研修」「食教育シン

ポジウム」など 

6,925

計 6,925
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エ 勤務成績の評定の状況 

 

本市においては、職員が、市民満足度の向上のために公務員としての使命感を高め、全力で職務を全うす

るためには、「努力してもしなくても同じ」ではなく、全ての職員の意欲や能力、実績を適切に評価していく

ことが必要であると考えています。 

このような考え方により、これまで、係長以上の職員には人事考課を実施してきましたが、平成16年度か

らは、一般職員に対しても、人事考課制度を導入しました。 

これらの制度の実施により、職員全員の意欲と能力を最大限に引き出し、積極果敢に挑戦する人材を育成

し活用することで、きめ細やかな市民サービスを実現していきます。 

市長部局等の制度の概要は次のとおりです。 

 

目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用した

業務実績評価 区 

分 
勤務実績報告 

目標によるマネジメ

ント（ＭＢＯ） 
業務実績評価 

人事考課 

目 

的 

能力主義・実績主義に基づ

き、適材適所の配置及び昇任

を実現し、責任職の能力開

発、資質の向上を図ること 

事務事業の遂行にあたって目標を明確化す

ることにより、事務事業の効率的かつ効果的な

実施、職場の活性化及び職員の人材育成その他

人事施策に資すること 

職員の職務を通じて発揮

された実績、取組姿勢、

能力等を公正かつ客観的

に評価し、適切な指導・

育成をすることで、職員

の意欲向上や能力開発を

図ること 

対
象
者 

局長・区長・事業本部長以外

の経営責任職及び運営責任

職 

（理事、部長、部次長、課長、

課長補佐及び係長級職員） 

担当理事から係長級職員 係長級以上の職員を除く

一般職員 

考
課
者 

該当者の上位級職員 該当者の上位級職員 

 

 一次考課者：所属係長 

二次考課者：所属課長 

調
整
者 

考課者の上位級職員又は当

該局区の人事担当部長 

 該当者の上位級職員、

人事担当部長、局区長 

一次調整者：所属部長 

二次調整者：所属人事担

当課長 

評
価
項
目 

①基本（仕事に対する取り組

み姿勢・チャレンジ度・部下

育成・ストレス耐性） 

②業績（仕事の達成状況） 

③情意（責任性・積極性・協

調性・規律性） 

④能力（計画企画力・折衝

力・指導監督力・判断決断

力・知識研究意欲《補佐・係

長級》先見性《部次長・課長

級》） 

 

 

 

目標及び具体的取組

事項・達成時期を自ら

示し、その達成度を評

価する。 

個人の目標に対する

到達度を評価する。

（絶対評価） 

対象者のＭＢＯの行

動計画・評価書を参考

に、設定した目標の内

容、難易度及び到達度

等の観点から総合的

に評価する。（相対評

価） 

①業務実績 

②取組姿勢 

③能力 

④市民対応・市民の視点 

⑤チャレンジ 
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目標によるマネジメント（ＭＢＯ）を活用した

業務実績評価 区 

分 
勤務実績報告 

目標によるマネジメ

ント（ＭＢＯ） 
業務実績評価 

人事考課 

評
価
対
象
期
間
又
は

基
準
日 

【観察期間】 

11月1日～翌10月31日 

【基準日】 

11月1日 

【評定期間】 

中間期：4月1日～９月30日 

期末期：10月１日～翌3月31日 

【基準日】 

中間期：9月30日 

期末期：3月31日 

【評価期間】 

4月1日～翌3月31日 

【基礎評価基準日】 

12月1日 

【最終評価基準日】 

3月31日 

評
価 

ラ
ン
ク 

Ｓ～Ｄの5段階評価 Ａ～Ｅの5段階評価 【課長補佐・係長級】 

Ａ～Ｃの３段階評価 

【課長級以上】 

Ｓ～Ｅの６段階評価 

・各考課項目の評価は 1

～5の5段階評価 

・総合評価は、Ａ～Ｅの5

段階評価 

給
与
上

の
反
映

特別昇給の決定における基

礎資料とする。 

業務実績評価の参考

とされる。 

勤勉手当の成績率に

反映される。 

 

 

（注１） 市長部局等とは、市長部局及び行政委員会をいいます。 

（注２） 消防局、水道局、交通局及び病院経営局は、市長部局に準じます。 
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(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

職員がその意欲と能力を十分に発揮し、健康でいきいきと能率的かつ適正に公務を実施

できるよう、地方公務員法等の趣旨にそって、職員の厚生福利、安全衛生管理、公務災害

補償を行っています。 

ここでは、職員の健康診断や健康相談、厚生福利関係の実施状況などを紹介します。 

 

ア 衛生管理関係の実施状況 

    労働安全衛生法、労働安全衛生規則、その他の法令に基づき、健康診断を行うとともに、

職員自らが健康管理を行っていけるよう、健康相談や健康教育等の事業を行い、職員の健康

の保持・増進に努めています。 

 

（ア）健康診断 

（単位：人） 

項  目 受診者数 

一般健康診断 56,185／対象者 57,251

特殊健康診断 20,744

（注 1）一般健康診断受診者数には、非常勤職員（アルバイト）の雇入時健康診断も含みます。 
（注 2）特殊健康診断とは労働安全衛生法等に基づく電離放射線業務従事者等有害業務従事者

に対する健康診断です。 

                             
（イ）保健指導 

（単位：人） 
項  目 実施者数 

健康診断後の面談及び文書・電話による指導、過

重労働対策面談、就業診査等 
   6,272

 
 

（ウ）健康相談 

（単位：人） 
項  目 相談者数 

健康診断後の保健指導以外の面談及び文書、電話

による指導、メンタルヘルス相談等 
4,877

 
 

（エ）健康教育                                                                        

（単位：回） 
項  目 実施回数 

各種研修（メンタルヘルス研修等）、講演会、 
生活習慣改善セミナー等 

 125
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イ 厚生福利関係の実施状況 

職員の意欲や能力の発揮と元気回復などを目的として福利厚生事業を行っています。 
（単位：人） 

 

 
 

ウ 公務災害認定件数 

公務上・通勤途上の災害に被災した職員に対し、地方公務員災害補償法に基づき、療養補

償、休業補償、障害補償等の各種補償を行っています。 
（単位：件） 

 
 
 
 
 

（注 1）一般職員には、再任用職員を含みます。 
（注 2）教職員には、市費負担教職員と県費負担教職員があります。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

項  目 対象者数等 

被服貸与 貸与者数 26,311

財産形成貯蓄(勤労者財産形成促進法による) 契約件数 22,318 件

永年勤続職員表彰 被表彰者数 2,185

永年勤続退職者感謝会 

（平成 18 年 3 月 31 日実施） 
対象者数 937

いきいきライフプラン事業（退職準備、生涯生活設

計支援） 

（平成17年9･10･11月、平成18年 1･2月ｾﾐﾅｰ実施）

セミナー参加者数 1,214／対象者数 2,095 

職員体育大会等（所属対抗のスポーツ大会） 参加者数 5,181

区  分 公務災害 通勤災害 

一 般 職 員 495 74 

教職員 88 18 
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エ その他（職員共済組合、健康保険組合、職員厚生会） 

厳しい財政状況の下で時代の要請や職員のニーズに合った互助共済及び厚生福利の事業

を実施するため、法令等に基づき職員共済組合、健康保険組合、職員厚生会を設置し、福利

厚生共済事業を実施しています。 

 

（ア）横浜市職員共済組合 

 

（注1）保険料率は平成17年度末現在の一般職職員を対象とする料率です。 

（注2）長期経理の公的負担金率とは、基礎年金の給付費用として公費負担が法定されているもので

す。 

（注3）追加費用率とは、地方公務員等共済組合法施行前の期間分の年金給付に充てるため事業主が 

負担する費用として法定されているものです。 

 

地方公務員等共済組合法に基づき、退職後の年金支給など職員の互助救済を目的として

設置しています。 

組 合 員 

29,936 人 

県費負担教職員（小・中学校教職員）、市立高等学校教職員、再任用職員、嘱託職

員、非常勤アルバイトは除く 

短期経理（育児休業手当金、介護休業手当金の給付） 

＜全国市町村職員共済組合連合会における共同事業として運営＞ 

決 算 額 439,209 千円 

保険料率 

給与分 1.1125／1000、期末・勤勉手当分 0.89／1000 を組合員

と事業主がそれぞれ負担 

他に公的負担金率 給与分 0.3125／1000、 

期末・勤勉手当分 0.25／1000 を事業主が負担 

 

 

 

 

 

 

 

長期経理（共済年金の給付） 
＜地方公務員共済組合連合会・総務省告示に基づく保険料率＞ 

＊（  ）内は平成 16 年 10 月に改定された平成 17 年 8 月までの料率で、改定

率が厚生年金と同じ。 

決 算 額 34,750,925 千円  

 

保険料率 

給与分 85.8625／1000(83.65／1000)（組合員負担） 

期末・勤勉手当分 68.69／1000(66.92／1000)（組合員負担）

給与分 86.2375／1000(84.025／1000)（事業主負担） 

期末・勤勉手当分 68.99／1000(67.22／1000)（事業主負担）

他に公的負担金率給与分 21.5／1000、 

期末・勤勉手当分 17.2／1000 追加費用率 58.9／1000 を事

業主が負担 

 

 

 

業務経理（事務費） 

75,850 千円 

貸付経理（住宅その他の貸付事業） 

＜貸付事業の人件費・事務費は貸付金の利息収入で負担＞ 

 事 業 費 663,367 千円 

 貸付残高 27,303,161 千円 

 

決算額及び 

事業内容 

(平成 17 年

度末現在) 
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（イ）横浜市健康保険組合 

    健康保険法に基づき、職員及びその被扶養者の医療保険を担い、健康の保持増進を目的と

して、設置しています。 
 

 
 

被保険者 

37,274 人 

水道局職員、交通局職員、病院経営局職員、再任用職員、嘱託職員、長期アルバ

イトを含む 

県費負担教職員（小・中学校教職員）、公立大学法人横浜市立大学職員は除く 

一般保険料及び調整保険料 標準報酬月額の 73/1000 

(被保険者 25.55/1000  事業主 47.45/1000) 

保険料率 

(平成17年

3 月 1 日改

定) 

介護保険料 標準報酬月額の9.0/1000 

(被保険者   4.5/1000  事業主   4.5/1000) 

一般勘定 18,431,708 千円 
決 算 額 

介護勘定 1,605,438 千円 

公費負担率 １：1.86（H18 は１：１） 

保険給付（被保険者、被扶養者の疾病・負傷等にかかる各種保険給付） 

保健事業（人間ドック、広報誌の発行、健康管理講演会、保養所の運営） 事業内容 

診療所（内科、歯科、禁煙外来） 

（注） 標準報酬月額とは、被保険者（加入員）が実際に受ける給料、賃金などを、いくつかの等

級に区分した報酬にあてはめたもので１等級（98,000 円）から３９等級（980,000 円）まで、

段階的に決められています。 

毎年 1回、その年の 4、5、6月の 3か月間の報酬を平均して決め、これがその年の 9月か

ら翌年の 8月までの標準報酬となります。 

 

 

（ウ）職員厚生会 

 

【横浜市職員厚生会】 

横浜市職員厚生会に関する条例に基づき、職員の扶助共済及び福利増進を目的として設置し

ています。 

 

会  員 
29,971 人 

県費負担教職員（小・中学校教職員）、水道局職員、交通局職員、アルバイトは除く

会  費 給料月額の 5／1000（2,200 円を限度とする） 

会費 590,815 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入等 424,160 千円 決 算 額 

交付金等 748,263 千円 

公費負担率 １：1.26（H18 年度 １：１） 

余暇活動の支援（カフェテリアプラン、借上民間宿泊施設の提供、サークル助成）

交流・憩いの場の提供（職員会館・厚生会寮の運営） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（商品の割引契約、家事福祉事業） 
事業内容 

生活設計の支援（いきいきライフプランセミナー、積立年金保険あっせん事業、生

命保険及び損害保険あっせん事業、訴訟費用等交付事業） 
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【横浜市立学校教職員互助会】 
 

  

【横浜市水道局職員厚生会】 

 

 
【横浜市交通局厚生会】 

 

 

会  員 13,457 人 

会  費 給料月額の 4／1000 

会費 264,262 千円 

事業参加費、団体生命保険取扱手数料、雑入等 184,008 千円 決 算 額 

交付金等 299,330 千円 

公費負担率 １：1.13 （H18 年度 １：１） 

元気回復、余暇活動の支援 

（指定旅行社利用補助、芸術鑑賞・施設借上助成、スポーツドック助成） 

交流・憩いの場の提供（保養所の運営） 

各種互助給付（慶弔費、葬祭補助等） 

日常生活の支援（割引契約業者、割引指定店） 

事業内容 

生活設計の支援（厚生資金貸付、団体保険取扱い、グループ保険事業、結婚情報

の提供） 

会  員 3,247 人 

会  費 標準報酬月額の 5／1000 

会費  74,637 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入 41,346 千円 決 算 額 

交付金等 119,419 千円 

公費負担率 １：1.6 （H18 年度 １：１） 

余暇活動の支援（アウトソージング・カフェテリアプラン制度の運営） 

元気回復・交流・憩いの場の提供（西谷体育施設、あづま荘） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（指定店） 

事業内容 

生活設計の支援（生命保険及び損害保険あっせん事業、訴訟費用等交付事業） 

会  員 3,622 人 

会  費 給料月額の 8／1000 

会費 152,886 千円 

施設等使用料、保険等あっせん手数料、雑入 67,610 千円 決 算 額 

交付金等 302,615 千円 

公費負担率 １：1.9 （H18 年度 １：１） 

余暇活動の支援（宿泊施設の宿泊費補助、サークル助成） 

交流・憩いの場の提供（厚生会施設の運営） 

各種互助給付（慶弔費、互助費） 

日常生活の支援（商品の割引契約） 事業内容 

生活設計の支援（積立年金保険あっせん事業、生命保険及び損害保険あっせん事

業、訴訟費用等交付事業） 
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人事委員会の業務の状況 
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(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

 地方公務員法第18条第1項では、競争試験又は選考は人事委員会が行うものとされています。 

 本委員会では同法の規定により本委員会の権限とされている一般職員の任用に関する事項につ

いて「職員の任用に関する規則」等を制定し、職員の採用、昇任及び転職について、競争試験及

び選考を行っています。 

ア 採用 

（ア）採用試験・選考 

平成 17 年度に実施した横浜市職員採用試験等の結果、総数で 6,803 人の申込があり、最終合格者は

630 名でした。 

  a 実施日 

第一次 

試験・選

考日 

第二次 

試験・選考日 

第三次 

試験・選考日 

 

 

試験・選考名／ 

試験・採用区分 筆記 

試験 

 

面接・ 

身体検査 

体力 

検査 

一般論文・ 

適性検査・ 

英会話（国際

のみ） 

一般 

論文 

・適性 

検査 

面接・ 

身体検査 

 

 

最終 

合格 

発表日

事務 
7/11～7/15 

（面接のみ） 
－ － 7/30 8/2～8/5、8/8

社会福祉 7/20～22 － 7/18 － － 

行政職員

（大学卒

程度）採

用試験 技術等 7/25～29、8/1 － 7/23 － － 

行政職員(免許資格職)採用試験  司書 7/29 、8/1 － 7/23 － － 

消防職員（大学卒

程度）採用試験 

7/11～13 

（面接のみ） 
7/10 － 7/30 

7/28、29 

（身体検査）

8/9、10 

（面接） 

医療技術（衛生監

視員等）採用試験 
7/28 － 7/23 － － 

学校事務職員採用試験 

6/26 

 

7/25～28 － 7/23 － － 

8/25 

事務 10/18～21 － 10/24 － － 

技術系 10/25 － 10/24 － － 

行政職員

（高校卒

程度）採

用試験 保育士 10/20、21 10/9 10/24 － － 

消防職員（高校卒

程度）採用試験 

10/11、12 

（面接のみ） 
10/10 － 10/24 

10/20、25～28

（身体検査）

10/25、26 

(面接) 

医療技術・看護職員

(保健師等)採用試験 
10/28、31 － 10/24 － － 

学校栄養職員採用試験 

9/25 

 

10/27、28 － 10/24 － － 

12/1 

身体に障害のある人

を対象とした職員採

用選考 

 

10/16 

11/10、11、15 

（身体検査） 

12/5、6 

（面接） 

－ 

 

10/16 － － 12/22 

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ

整備士 
消 防 職

員 採 用

選考 
消 防 艇

海技士 

 

9/25 

 

10/24 10/10 10/24 － － 12/1 
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（注）看護職員採用選考については任命権者に委託 

第一次 

試験・選

考日 

第二次 

試験・選考日 

第三次 

試験・選考日 

 

 

試験・選考名／ 

試験・採用区分 筆記 

試験 

 

面接・ 

身体検査 

体力 

検査 

一般論文・ 

適性検査・ 

英会話（国際

のみ） 

一般 

論文 

・適性 

検査 

面接・ 

身体検査 

 

 

最終 

合格 

発表日

言 語 聴 覚 士 採 用 選 考  9/25 10/28 － 10/24 － － 12/1 

第 1 回 4/10 4/5～4/11 － 4/10 － － 4/25 

第 2 回 9 / 2 4 、 2 5 9/24～9/30 － 9/24、25 － － 10/14 
看 護 職

員 採 用

選考 第 3回 
12/10 

2/4 

12/13 

2/ 7 

－ 

－ 

12/10 

2/4 

－ 

－ 

－ 

－ 

12/22 

2/17 
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b 実施状況 

 

試験・選考区分 申込者 第一次

受験者

第一次

合格者

第二次

受験者

第二次

合格者

第三次 
受験者 

最終 
合格者 競争率

 
事務 

人 

2,045 

人 

1,608 

人 

658 

人 

604 

人 

265 

人 

237 

人 

106 

倍 

15.2 

社会福祉 411 349 158 154  － － 61 5.7 

土木 135 95 79 72 － － 16 5.9 

建築 134 109 63 55 － － 13 8.4 

化学 68 50 24 21 － － 3 16.7 

農業 44 36 14 13 － － 4 9.0 

機械 32 25 18 17 － － 3 8.3 

電気 24 22 7 4 － － 1 22.0 

造園 61 47 8 7 － － 1 47.0 

国際 37 24 5 5 － － 1 24.0 

経営 9 8 5 4 － － 0 － 

情報処理 24 19 5 5 － － 0 － 

交通事務 63 57 16 16 － － 6 9.5 

交通土木 10 7 5 5 － － 1 7.0 

交通建築 4 4 0 － － － 0 － 

交通機械 8 6 5 3 － － 1 6.0 

行政職員 
（大学卒程度） 

交通電気 15 11 6 6 － － 2 5.5 

行政職員 
（免許資格職） 

司書 192 160 27 26 － － 10 16.0 

消防職員（大学卒程度） 827 720 209 184 130 129 52 13.8 

医療技術・看護職員 衛生監視員 84 63 15 15 － － 5 12.6 

学校事務職員 436 350 117 109 － － 48 7.3 

小計 4,663 3,770 1,444 1,325 395 366 334 11.3 

事務 377  304 98 90  － － 21 14.5 

土木 15 13 2 2 － － 1 13.0 

機械 2 2 0 － － － 0 － 

行政職員 
（高校卒程度） 

電気 3 3 0 － － － 0 － 

消防職員（高校卒程度） 507 414 155 139 107 102 52 8.0 

医療技術・看護職員 保健師 273 180 63 54 － － 25 7.2 

保育士 543 456 29 27 － － 15 30.4 

学校栄養職員 116 96 30 30 － － 10 9.6 

小計 1,836 1,468 377  342 107   102 124 11.8 

看護職員採用選考 212 170 － － － － 159 1.1 

医療技術・看護職員 言語聴覚士 19 14 6 5 － － 2 7.0 

ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ整備士 6 5 3 3 － － 1 5.0 
消防採用選考 

消防艇海技士 3 3 3 3 － － 2 1.5 

事務(大学卒) 24 20 10 10 － － 3 6.7 

事務（高校卒程度） 34 28 14 14 － － 4 7.0 

身体に障害の

ある人を対象

とした採用 学校事務 6 5 3 3 － － 1 5.0 

小計 304 245 39 38 － － 172 1.4 

合計 6,803 5,483 1,860 1,705 502 468 630 8.7 
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（イ）その他の採用選考 
                 （単位：人） 

職種 職位 合格者 
部長級 0

課長級 3

課長補佐級 0

係長級 0

技術吏員 1

行政職員 

消防吏員 0

部長級 1

課長級 1

係長級 5
医療職員 

医務吏員 4

合計 15
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イ 昇任 

   昇任試験等は、既に職員となっている者を対象に、情実による人事を排し、公平な人事管理を行うため

に行っています。中でも係長昇任試験については、昭和30年から実施し、管理職の登竜門として本市職員

の人事管理上重要な役割を果たしています。 

 

（ア）係長・消防司令昇任試験 

a 実施日 

第一次試験日 第二次試験日 最終合格発表日 

8／21 10／14 12／8 

 

b 実施状況 

試験区分 申込者 
第一次 

受験者 

第一次

合格者

第二次

受験者

最終 

合格者
競争率 

 

Ⅰ 

人 

527 

 人

451

 人

146

 人

145

 人

57

倍 

7.9 

事務 

Ⅱ 182 140 42 42 17 8.2 

Ⅰ 5 5 4 4 4 1.3 社会福祉 

Ⅱ 6 5 3 3 1 5.0 

Ⅰ 97 82 24 24 13 6.3 土木 

Ⅱ 22 17 6 6 3 5.7 

Ⅰ 32 28 4 4 2 14.0 建築 

Ⅱ 4 4 1 1 0 － 

Ⅰ 20 16 2 2 1 16.0 機械 

Ⅱ 9 7 1 1 0 － 

Ⅰ 16 14 2 2 1 14.0 電気 

Ⅱ 20 15 1 1 0 － 

Ⅰ 6 5 2 2 1 5.0 化学 

Ⅱ 4 3 1 1 0 － 

Ⅰ 4 4 2 2 1 4.0 生物 

Ⅱ 1 1 0 － － － 

Ⅰ 4 4 2 2 0 － 農業 

Ⅱ 0 － － － － － 

Ⅰ 14 14 3 3 1 14.0 造園 

Ⅱ 0 － － － － － 

Ⅰ 1 1 1 1 1 1.0 獣医 

Ⅱ 0 － － － － － 

Ⅰ 19 17 3 3 1 17.0 薬剤 

Ⅱ 0 － － － － － 

Ⅰ 20 20 3 3 1 20.0 衛生監視 

Ⅱ 5 5 1 1 0 － 

Ⅰ 4 3 2 2 1 3.0 保健師 

Ⅱ 2 2 1 1 0 － 

Ⅰ 34 29 14 14 7 4.1 消防司令 

Ⅱ 61 46 21 20 8 5.8 

合計  1,119 938 292 290 121 7.8 
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（イ）保育園長昇任選考 

 

選考区分 申込者 
第一次

受験者

第一次

合格者

第二次

受験者

最終 

合格者
競争率 

保育園長 人 

64 

人

56

人

19

人

19

人

7

倍 

8.0 

 

 

（ウ）その他の昇任選考 

                  （単位：人） 

職種 職位 合格者 

局長級 7

部長級 19

部次長級 33

課長級 41

課長補佐級 71

係長級 19

専任職 5

行政職員 

小計 195

消防監 3

司令長  6

司令補 1
消防職員 

小計 10

部長級 2

課長級 7

医療職員 

小計 9

部長級 1

部次長級 1

課長級 3

課長補佐級 7

係長級 2

医療技術・ 

 看護職員 

小計 14

部長級 4

部次長級 4

課長級 11

課長補佐級 10

係長級 33

企業職員 

（水道局、交

通局及び病

院経営局職

員） 
小計 62

合計 290
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ウ 転職 

   転職試験は、既に技能職員として一定の在職期間と経験年数を有する者が、事務系又は技術系職員に転

職する場合の試験であり、行政職員としての職務遂行能力の有無を判定するもので、昭和35年度から実施

しています。 

 

（ア）転職試験 行政職員転職試験 

a 実施日 

第一次試験日 第二次試験日 最終合格発表日 

9／25 
一般論文：10／24 

面接：10／13・17 
12／1 

 

b 実施状況 

試験区分 申込者 
第一次 

受験者 

第一次

合格者

第二次

受験者

最終 

合格者
競争率 

事務(A)(B) 人 

794 

人

634

人

81

人

80

人

19

倍 

33.4 

土木(A)(B) 13 11 3 3 0 － 

機械 18 17 3 3 1 17.0 

電気 10 10 3 3 0 － 

合計 835 672 90 89 20 33.6 

 

 

（イ）転職選考 

                 （単位：人） 

職種 職位 合格者 

部長級 1

課長級 1行政職員 

事務吏員 5

医療技術・看護職員 技術吏員 1

合計  8

 



（2）給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　　人事委員会は、地方公務員法第８条等の規定により、職員の給与、勤務時間その他の勤務条件等に

　について絶えず研究を行い、その成果を議会及び長に提出することと定められています。

　　本委員会では、職員給与等実態調査や職種別民間給与実態調査を実施し、これらの調査結果等を

　もとに、本市職員の給与に関する報告及び勧告を行っています。

   ア　報告

＜特徴＞

月例給を引下げ（▲0.40％）、ボーナスは引上げ（0.05月分）　

 (1)  公民給与の較差（▲0.40％）を解消するため、月例給を改定

 (2)  期末・勤勉手当は民間の支給割合（4.45月）を踏まえ引上げ

   ※  月例給は２年ぶりの引下げ、期末・勤勉手当は８年ぶりの引上げ勧告を行った。

＜給与比較＞

　　民　間　給　与　　　413,255円 　(A)

　　職　員　給　与      414,932円　 (B) 

　 公民較差(A)－(B)     ▲1,677円 　 ( 0.40％)   

　※ 前年の公民較差　        97円    ( 0.02％)

＜特別給＞

　　     民間特別給  4.45月  　(本市現行　4.40月）

※ 昨年の民間特別給　4.41月   （昨年の本市期末・勤勉手当の改定はなし）

＜報告における指摘事項＞

（給料表及び諸手当の改定）

○給料月額の引下げ改定を行うとともに、扶養手当は国等の動向を考慮し、引下げ改定を行う。

○期末・勤勉手当は、民間の支給割合（４ ．４５ 月）を踏まえ、引き上げる。

（給与制度・昇任体系の再構築）

　職務・職責の違いが反映されにくく、年功的な現在の制度を見直し、職務・職責や勤務実績がより適
切に反映され、市民の理解と納得が得られる、新たな給与制度・昇任体系を構築するため、給料表の級
設定、昇任体系の複線化などを検討し、今後、職員の意見聴取や、関係機関等との意見交換を行い、早
期に新制度の内容を明らかにする。
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   イ　勧告

　　①　勧告日等 勧 告 日 平成17年9月9日

実 施 時 期 平成18年1月1日

　　②　公民較差

民間給与 職員給与(比較給与) 公民較差

平均年齢 （Ａ－Ｂ）
較　差　率

（Ｃ／Ｂ×100）

Ａ Ｂ Ｃ

414,932

413,255円 43歳5月 ▲1,677円 ▲0.40％

③　給与改定

平均改定率

Ｅ（Ｄ－Ｂ） E／D×100

▲1,677円 ▲0.40％

給料表の引き下げ改定

④　平均年間給与額

平均年間給与額
（勧告後）

平均年間給与額
（勧告前）

増加（減少）額 増加（減少）率

Ｆ Ｇ Ｈ（Ｆ－Ｇ） Ｈ／Ｇ×100

6,742,388円 6,749,770円 ▲7,382円 ▲0.11％

　　　　　　　　　

413,255円

改定後の平均給与月額 平均改定額

Ｄ
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（3）勤務条件に関する措置の要求の状況

  　人事委員会は、職員から、地方公務員法第46条の規定に基づき、給与、勤務時間その他の勤務条件に

　関する措置の要求があった場合に、同法第47条及び第48条の規定に基づき、事案について審査し、判定

　するとともに、その結果によって必要な勧告等を行います。

   ア　処理状況 (単位：件）

棄却 一部認容 全部認容

平成
17年度

2 1 3 1 1 0 0 0 0 2 1

   イ　完結事案（平成17年度）

H18.2.8 取り下げ

H17.5.25 却下

（4）不利益処分に関する不服申立ての状況

  　人事委員会は、職員から、地方公務員法第49条の2の規定に基づき、懲戒その他の意に反する

　不利益な処分に関する不服申立てがあった場合は、同法第49条の3から第51条の規定に基づき、

　事案について審査し、判定するとともに、その結果によって処分の承認、修正又は取消し等を

　行います。

   ア　処理状況 (単位：件）

処分容認 処分取消 処分修正

平成
17年度

5 5 10 0 0 0 0 0 0 0 10

   イ　完結事案（平成1７年度）

－ －－－ － － －

処分内容等 処理状況

区　分

係属件数

事案番号 請求者 処分者 請求年月日

処理件数
翌年度へ
繰越

Ａ－Ｂ

前 年 度
か ら の
繰 越

新規
計

（Ａ）
却下 取下 打切

判定 計
（Ｂ）

16人（措）第3号 公立学校教員 H16.10.26 執務環境

16人（措）第2号 　医務吏員 勤務時間H16.8.4

処理状況

区　分

要求件数 処理件数

事案番号 要求者 要求内容要求年月日

翌年度へ
繰越

Ａ－Ｂ

前 年 度
か ら の
繰 越

打切
判定

計
（Ｂ）

新規
計

（Ａ）
却下 取下
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（5）その他市長が必要と認める事項

   ア　組織及び運営

　　（ア）　委員　　（平成18年3月31日現在）

  　人事委員会は、地方公務員法の規定により、３人の委員をもって組織され、地方公共団体の長

　が、議会の同意を得て、委員を選任します。

氏名 常勤・非常勤

井上　嘉久 非常勤

鈴木　正次 非常勤

秋山　桂子 非常勤

　　（イ）　委員会開催状況
　　人事委員会の会議は、定例会と臨時会に分けられており、定例会は原則として毎週水曜日に行

　われ、臨時会は委員長が必要があると認めたときなどに行われます。

　　平成17年度は、42回開催し、135件の審議を行いました。

　　（ウ）　事務局

　○　職員数　　（平成18年3月31日現在）

（単位：人）

部長級 課長級 係長級

1 3 6

 (公務員制度
　改革担当部長)

(調査課長)
(任用課長)
(担当課長・調査
課担当係長兼務)

 (調査課担当係長
2)

 (任用課担当係長
4)

　○　組織図　　（平成18年3月31日現在）

職名

委員長

委員

委員

局長級

1

  (事務局長)

就任年月日

平成14年7月1日

平成16年6月1日

平成17年12月22日

一般職員

12

  (調査課・
 　任用課職員)

合計

23

 (応援配置職員
を含む）

任期満了年月日

平成18年6月30日

平成20年5月31日

平成19年12月17日

１　職員の任用制度に関する調査研究
　　及び企画立案

２　職員の採用試験の立案及び実施
３　職員の昇任試験及び転職試験の立
　　案及び実施

４　職員の採用、昇任及び転職の選考
５　その他職員の任用に関すること

人事委員会

調査課

事務局

任用課

１　人事委員会の委員及び委員会の議事
２　人事行政制度に関する総合的な調査
  研究及び企画立案並びに勧告及び意見
　の申し出
３　地公法第４条に規定する職員（以下
  「職員」という。）の給与、勤務条件
  その他の勤務条件に関する制度の調査
  研究報告及び勧告
４　職員の勤務条件に関する措置の要求
  及び職員に対する不利益処分について
　の不服申立て
５　職員の苦情の処理
６　地公法第52条第１項に規定する職員
　団体の登録等
７　労働基準監督機関の権限行使
８　事務局内の人事､文書､予算及び決算
９　他の課の主管に属しないこと。
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　○　平成１７年度予算（概要） （千円）

　２款　総　務　費

　　６項　人 事 委 員 会 費

　　　１目　人 事 委 員 会 費

１節

２節

３節

７節

８節

９節

10節

11節

12節

13節

14節

18節

19節

　　（エ）　国又は他の地方公共団体との連絡活動

　　○　全国人事委員会連合会

　　　全国人事委員会連合会とは、都道府県、指定都市及び特別区等の人事委員会で構成され、
　　人事委員会相互の連絡を緊密にし、協力して人事行政制度の円滑なる運営を図り、地方自治
　　の本旨の実現に資することを目的とした組織です。

開催地

東京都

広島県

茨城県

　　○　大都市人事委員会連絡協議会

　　　大都市人事委員会連絡協議会とは、政令指定都市、東京都及び特別区の人事委員会で
　　構成され、加盟人事委員会相互の連絡を緊密にし、協力して人事行政制度の円滑なる運営
　　を図り、地方自治の本旨の実現に資することを目的とした組織です。

開催地

大阪市

川崎市

札幌市

千葉市

広島市

名古屋市

北九州市

特別区

職員研修会（給与関係）

職員研修会（任用関係）

職員研修会（公平関係）

会議名

第109回総会

第48回公平審査事務研修会

第110回総会

委員長・事務局長合同会議

事務局長会議

平成17年10月26日

平成18年2月15日

平成18年2月2日

委員長会議

平成17年11月10日

平成18年1月26日

課長会議

課長会議

平成17年8月23日

平成17年7月21日

年月日

平成17年4月14日

会議名

年月日

平成17年6月3日

平成17年6月21日

平成17年11月8日

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

  1,354賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 貸 料

備 品 購 入 費

負担 金補 助及 び交 付金

　款　　項　　目　　 当初予算額

212,064

212,064

212,064

 13,380

 72,457

 64,800

  1,382

  2,227

     35

 16,600

  2,728

  4,953

 23,223

  7,355

  1,570
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   イ　職員団体の登録の状況（平成18年3月31日現在）

  　人事委員会は、地方公務員法第53条第5項の規定に基づき、職員団体からの登録申請を受けた

　場合は、構成員や規約等を確認し、登録を行います。

(注）登録年月日欄の下段の年月日は、昭和40年の地公法改正による切り替え登録がなされる前の

　 登録年月日です。

   ウ　管理職員等の範囲の指定（平成18年3月31日現在）

  　管理職員等と管理職員以外の職員とは、地方公務員法第52条第３項ただし書の規定により、

　同一の職員団体を組織することができないとされています。

  　管理職員等の範囲については、地方公務員法第52条第3項ただし書き及び第4項の規定で、人

　事委員会規則で定めることとされていることから、本委員会では「管理職員等の範囲を定める

　規則」を定めています。管理職員等の職にあたる職員数は1,349人になります。

学校事務職員労働組合神奈川横浜支部

横浜市立大学病院従業員労働組合（医従）

横浜市立高等学校教職員組合（浜高教）

横浜市立小中学校長副校長組合（浜管組）

横浜学校労働者組合（横校労）

神奈川県学校事務労働組合・横浜

昭和41年10月11日
昭和26年5月11日

自治労横浜市従業員労働組合（自治労横浜）

昭和56年12月24日

平成2年8月１日

平成2年2月19日

登録年月日

昭和41年10月11日
昭和26年5月11日

職員団体名

横浜市従業員労働組合（市従）

横浜市教職員組合（浜教組）

昭和41年10月11日
昭和26年9月27日
昭和41年10月11日
昭和26年5月11日

昭和52年9月28日

昭和44年9月12日
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   エ　労働基準監督機関としての職権の行使
  　人事委員会は、地方公務員法第58条第5項の規定に基づき、非現業職員（ただし、労働基準法

　別表第1の第11号、第12号及び号外の官公署に勤務する職員）の勤務条件に関する労働基準監督

　機関の職権を行使することを定められています。

    （ア）対象事業所（平静18年3月31日現在）
11号

（郵便・電気通信業）
12号

（教育・研究・調査）
号外 計

0    544    223    767

    （イ）特定機関等の設置及び検査状況（平静18年3月31日現在）

ボイラー 第一種圧力容器 クレーン ゴンドラ

6 5 0 1

5 5 0 0

0 0 0 1

   オ　職員の苦情の処理の状況
　　平成16年６月の地公法改正に伴い、平成17年４月から、職員が意欲を持ち、安心して職務に専念

  できるよう、職員から勤務条件その他の人事管理に関して相談を受ける職員相談を実施していま

　す。相談は面談を原則とし、人事制度などについての説明や本人に対する助言、必要に応じて所属

　や関係部署への情報伝達、調査・照会依頼などを行います。

 （ア）相談件数

件数

1件

0件

2件

1件

2件

0件

2件

2件

1件

0件

1件

4件

16件

 （イ）処理状況

件　数

6件

0件

総務局人事課 2件

所属人事担当課 6件

2件

0件

16件

その他

計

相談者から事情を聴取し制度の説明や助言をおこなった
もの
相談者に当局との話し合いを勧めたもの

相談者の申出内容を当局に伝
えたもの

当局に調査・報告を依頼したもの

いじめ・嫌がらせ

その他

計

処　理　内　容

服務

転任

任用

セクシュアル・ハラスメント

区 分

設 置 数

号別区分等

事 業 所 数

性 能 検 査

落 成 検 査

勤務時間

休暇

執務環境

厚生福利

区分

給与

旅費
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【参考】 根拠法令 

 

地方公務員法（抜粋） 

（人事行政の運営等の状況の公表） 

第五十八条の二 任命権者は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の長に

対し、職員（臨時的に任用された職員及び非常勤職員（第二十八条の五第一項に規定す

る短時間勤務の職を占める職員を除く。）を除く。）の任用、給与、勤務時間その他の勤

務条件、分限及び懲戒、服務、研修及び勤務成績の評定並びに福祉及び利益の保護等人

事行政の運営の状況を報告しなければならない。 

２ 人事委員会又は公平委員会は、条例で定めるところにより、毎年、地方公共団体の

長に対し、業務の状況を報告しなければならない。 

３ 地方公共団体の長は、前二項の規定による報告を受けたときは、条例で定めるとこ

ろにより、毎年、第一項の規定による報告を取りまとめ、その概要及び前項の規定によ

る報告を公表しなければならない 
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横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

平成 17 年 2 月 25 日 

条例第 2 号 

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例をここに公布する。 

横浜市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 

(趣旨) 

第 1 条 この条例は、地方公務員法(昭和 25 年法律第 261 号 )第 58 条の 2 の規定に

基づき、人事行政の運営等の状況の公表に関し必要な事項を定めるものとする。 

(報告の時期) 

第 2 条 任命権者は、毎年 10 月末日までに、市長に対し、前年度における人事行政

の運営の状況を報告しなければならない。 

(報告事項) 

第 3 条 任命権者が前条の規定により報告しなければならない事項は、職員(臨時的

に任用された職員及び非常勤職員(地方公務員法第 28 条の 5 第 1 項に規定する短時

間勤務の職を占める職員を除く。)を除く。以下同じ。)に係る次に掲げる事項とす

る。 

(1) 職員の任免及び職員数に関する状況 

(2) 職員の給与の状況 

(3) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(4) 職員の分限及び懲戒処分の状況 

(5) 職員の服務の状況 

(6) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(7) 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(8) その他市長が必要と認める事項 

(人事委員会の報告の時期) 

第 4 条 人事委員会は、毎年 10 月末日までに、市長に対し、前年度における業務の

状況を報告しなければならない。 

(人事委員会の報告事項) 

第 5 条 人事委員会が前条の規定により報告しなければならない事項は、次に掲げ

る事項とする。 

(1) 職員の競争試験及び選考の状況 

(2) 給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況 

(3) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

(4) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

(5) その他市長が必要と認める事項 

(公表の時期) 

第 6 条 市長は、第 2 条及び第 4 条の規定による報告を受けたときは、毎年 11 月末

日までに、第 2 条の規定による報告を取りまとめ、その概要及び第 4 条の規定によ

る報告を公表しなければならない。 

(公表の方法) 

第 7 条 前条の規定による公表は、次に掲げる方法で行う。 

(1) 横浜市報に登載する方法 

(2) インターネットを利用して閲覧に供する方法 

(委任) 

第 8 条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 
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【お問合せ先】 

 

◇人事行政の運営の状況 

（１）職員の任免及び職員数に関する状況  …行政運営調整局人材組織部人事組織課（℡：045-671-2173） 

（２）職員の給与の状況            …行政運営調整局人材組織部職員課（℡：045-671-2157） 

（３）職員の勤務時間その他の勤務条件の状況…行政運営調整局人材組織部職員課（℡：045-671-2157） 

（４）職員の分限及び懲戒処分の状況    …行政運営調整局人材組織部人事組織課（℡：045-671-2072） 

（５）職員の服務の状況          …行政運営調整局人材組織部人事組織課（℡：045-671-2072） 

（６）職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

   ア～ウ               …行 政 運 営 調 整 局 人 材 組 織 部 人 材 開 発 課（℡：045-662-2923） 

   エ                 …行政運営調整局人材組織部人事組織課（℡：045-671-2173） 

（７）職員の福祉及び利益の保護の状況   …行政運営調整局人材組織部職員課（℡：045-671-3915） 

 

◇人事委員会の業務の状況         …人事委員会事務局調査課     （℡：045-671-3346） 
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